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序　　　文

　ケニア政府は、社会・経済インフラの整備・開発に不可欠な地理情報を整備するため、地図・

測量分野の技術訓練を実施する訓練所を設立し、技術者育成を図りたいとして、我が国に無償資

金協力及びプロジェクト方式技術協力を求めてきた。

　これを受けて当国際協力事業団は、平成５年11月の事前調査結果を踏まえて、平成６年８月実

施協議調査団を派遣し、討議議事録（R/D）の署名を取り交わして、同年10月から５年間にわたる

「ケニア測量地図学院（KISM）プロジェクト」の技術協力を開始した。

　このたび、プロジェクト終了を３か月後に控え、これまでの成果をケニア側評価チームと合同

で評価するため、平成11年６月27日から７月８日まで、当国際協力事業団社会開発協力部社会開

発協力第二課 水野 隆 課長代理を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣した。

　この評価結果をまとめた合同評価報告書によると、プロジェクト目標はほぼ達成されつつある

ものの、ハイヤーディプロマコースの実施支援等のため、なお２年間のフォローアップ協力が必

要とされている。

　本報告書は同調査団の調査・評価結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクト進展に向け

て広く活用されることを願うものである。

　ここに、調査にご協力いただいた外務省、建設省、国土庁、在ケニア日本大使館など、内外関

係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。

　　平成11年８月

国 際 協 力 事 業 団

理 事 　 泉 　 堅 二 郎
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ケニアでは近年、各種社会開発、インフラ整備の需要が増大しているものの、技術者不足のた

め地図・航空写真等の地理的情報が整備されていない。このため我が国は無償資金協力で「ケニ

ア測量地図学院（Kenya Institute of Surveying and Mapping：以下、KISMと略称）」を建設

するとともに、1994年10月１日から1999年９月30日までの５年間、KISMに対し体制及び機材の整

備と講師の能力向上を目的としたプロジェクト方式技術協力を開始した。当初、長期専門家はリー

ダーと調整員を含む８名が派遣されたが、1998年からは「訓練計画」の専門家を除く７名体制で

協力を実施してきた。

　本プロジェクトのプロジェクト目標は、ケニア側がKISMにおいて「ディプロマコース（３年課

程）」及び「ハイヤーディプロマコース（２年課程）」などの訓練を運営できることにあり、そ

の過程における成果として「①KISMの組織が確立される、②訓練施設・資機材が整備される、③

教官の質・量が向上される、④訓練コースのシラバス、カリキュラムが整備される、⑤教材が整

備される」ことが期待された。

　討議議事録（Record of Discussions: R/D）の締結以降、これまでに以下の調査団が派遣された。

(1) 計画打合せ（1996年２月）

ディプロマコースの募集が初めて行われた段階で調査を実施した。無償資金協力による建物

建設が遅れたため、ディプロマコースの生徒受入れ数を削除し、ハイヤーディプロマコースの

募集開始を１年間延期することを確認した。その他は順調に推移していた。

(2) 巡回指導（1998年１月）

ディプロマコースが３学年にわたって運営され、また、ハイヤーディプロマコースが開始さ

れた段階で調査を実施し、ケニア人教官の技術・知識レベルを、ハイヤーディプロマコースに

入学する生徒を指導できるレベルまで上げるため、専門家チームによる短期集中講義を定期的

に行う必要性を確認した。更にKISMの持続性の観点から財政基盤を強化する必要性が指摘さ

れ、周辺国関連機関に対する短期研修サービス及びコンサルティングサービスの必要性を確認

した。

　1998年度以降のプロジェクトの特筆すべき動きとして、2001年を目処にKISMに公共部門の

半自主管理（セミオートノマス）組織化の動きが出てきたこと、1999年１月に第２フェーズ

〔人工衛星による位置測定技術であるGPS、及びコンピューターによる地図作成技術である地

理情報システム（GIS）の技術訓練、近隣諸国からの研修員受入れコースの拡大、KISMでの
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地図作成コンサルタント業務〕の要請が提出されたこと、更に1998年11月に南南協力の一環と

して、タイから第三国専門家（リモートセンシング分野）が派遣されたことがあげられる。

　以上の経緯を経て、このたび協力期間が終了するにあたり、R/Dの条項「Ⅴ」に基づき次の調査

を行うことで５年間にわたるプロジェクト協力の評価を行った。

(1) プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に沿って５項目（当初目標の達成度、プ

ロジェクトのもたらした波及効果、実施の効率性、当初計画の妥当性、自立発展性）の観点か

ら評価を行う。

(2) 終了後の対応について提言を行う。

(3) 上記２点についてミニッツにまとめる。

１－２　調査団の構成

　（氏　名）　　　（担当業務）　　　　　　　（所　　　　　属）

　水野　　隆　　団長・総括　　　　　　国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課長代理

　辻　　宏道　　測地測量・地図作成　　建設省国土地理院企画部国際交流室室長

　竹澤　孝明　　地籍調査　　　　　　　国土庁土地局国土調査課主査

　今泉　博史　　評価調査　　　　　　　㈱パデココンサルティング本部シニアエコノミスト

１－３　調査日程

　1999年６月27日から７月８日まで。

日順 月日(曜日) 調  査  行  程 

１ ６月 27 日（日） 移動（東京→ロンドン経由） 

２ 28 日（月） ケニア着、JICA 事務所打合せ、在ケニア日本大使館表敬 

KISM 視察、校長及びリーダーとの打合せ 

３ 29 日（火） 土地定住省表敬、評価調査の進め方協議、 

専門家及びケニア側講師からのヒアリング（学科別） 

４ 30 日（水） 専門家及びケニア側講師からのヒアリング（学科別） 

５ ７月 １日（木） 第３回合同委員会、合同評価協議 

６  ２日（金） 合同評価協議（ミニッツ案協議） 

７  ３日（土） 資料整理 

８  ４日（日） 資料整理 

９  ５日（月） ミニッツ署名・交換、JICA 事務所報告 

10  ６日（火） ケニア発 

11  ７日（水） ロンドン経由 

12  ８日（木） 東京着 
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１－４　主要面談者

(1) 土地定住省

Mr. Mohammed Kaittany Permanent Secretary, Ministry of Lands and Settlement

(2) ケニア側評価調査チーム

Mr. W. N. K. Murage Deputy Secretary, Ministry of Lands and Settlement

Mr. A. K. Njuki Director of Surveys

Mr. B. M. Kumunga Assistant Director of Surveys

Mr. J. K. Keter Econimist, Ministry of Lands and Settlement

(3) KISMケニア側スタッフ

Mr. K. Mwero Principal

Mr. W. Abuto Deputy Principal

Mr. W. N. Kamau HOD*, Land Survey Department

Mr. E. Ondiek HOD, Cartography Department

Mr. D. Njubi HOD, Photogrammetry and Remote Sensing Department

Mr. M. O. Omach HOD, Map Reproduction Department

Mr. M. Kimani HOD, Humanities Department

＊HOD: Head of Department

(4) 在ケニア日本大使館

青木　盛久 特命全権大使

(5) JICA事務所

橋本　栄治 所長

松本　　淳 次長

吉●　光男 所員

(6) KISM派遣専門家

中堀　義郎 チーフアドバイザー

岩佐　了介 業務調整

飯田　　繁 地図複製

矢口　秀則 地図作成
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鈴木　平三 測地測量

深澤　和晃 地籍調査

斎藤　秀勝 写真測量・リモートセンシング

１－５　終了時評価の方法

　下記プロジェクトのPDMに定められた活動内容・成果について、プロジェクトに関する報告

書、各種資料及び現場視察の他、以上の調査結果に基づき評価５項目の観点から総合評価を行っ

た。なお、評価は本調査団とケニア側評価チームが合同で実施した。

(1) 日本人専門家及びケニア側の校長、学科長並びに土地定住省測量局関係者に対し、事前に

配布した質問表への回答

(2) 日本人専門家及びケニア側の校長、学科長並びに測量局関係者からヒアリングにより聴取

したプロジェクト活動実績内容
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プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

プロジェクトの要約 指    標 外 部 条 件 

《上位目標》 

・測量・地図作成分野の有資格技術者数が充足さ
れる 

・測量局及び他関係機関の測量、並びに地図

作成に携わる資格のある技師数 
・測量局及び他関係機関の測量、並びに地図

作成分野の空席数 

・人事院に承認された技師が

採用される 

《プロジェクト目標》 

・KISM が測量・地図作成分野の有資格技術者養
成の訓練機関として確立される 

・KISM の課程を修了した学生数 

・国家試験を合格した学生数 
・KISM の課程に在籍している学生数 

・ディプロマ取得者に占める就職者数 

・ハイヤーディプロマ卒業生の測量局及びそ
の他の関連機関での平均就業年数 

・国家試験に合格した者が測

量局若しくはその関係の
機関に採用される 

・ハイヤーディプロマの国家

試験合格者が測量局若し
くはその関係の機関に採

用される 

《成果》 
１．KISM の組織が確立される 

２．適切な訓練施設・資機材が整備される 

３．ケニア人教官の質と量が向上される 
４．ガイドライン、シラバス、カリキュラムが整 

  備される 

５．テキスト、教材が整備される 
６．測量・地図作成分野の的確な訓練が実施さ 

  れる 

1.1 ふさわしい行政機能 
1.2 実行予算 

1.3 講師当たりの平均講義時間数 

1.4 ディプロマコースに合格した者のセカン 
  ダリースクール卒業全国試験平均得点 

2.1 十分な設備・資機材 

2.2 設備・資機材の管理体制 
３ 経験がある、若しくは有資格講師数 

４ 整合性のあるガイドライン、シラバス、 

  カリキュラム 
5.1 教科書及び授業資料による学習課題の 

  捕捉率 

5.2 教科書及び授業資料の的確性 
６ 課程内容 

・KISM 運営に係る主要機能
が各位によって実施され

る。 

・KISM の実行予算が確保さ
れる 

・十分な数の講師が確保され

る 
・資機材が適正に管理される 

・研修を受けたカウンターパ

ートが確保される 

《活動》 

１．組織 
1.1 適正な人員配置を行う 

1.2 管理体制を整備する 

1.3 研修生募集・選抜体制を整備する 
２．施設・資機材 

2.1 訓練施設を整備する 

2.2 資機材等の維持管理体制を整備する 
2.3 資機材等の維持管理台帳を整備する 

３．教官 

3.1 コース整備・運営・評価手法を指導する 
3.2 専門的技術レベル・指導技法の向上を図る 

3.3 専門技術・指導技法を定期的にチェックする 

４．ガイドライン、シラバス、カリキュラム 
4.1 ガイドラインを開発する 

4.2 シラバスを開発する 

4.3 カリキュラムを開発する 
５．テキスト・教材 

5.1 テキストを開発する 

5.2 教材を開発する 
６．的確な訓練 

6.1 ディプロマコースを実施する 

6.2 ハイヤーディプロマコースを実施する 
6.3 最新技術を紹介する 

 前提条件 

・測量及び地図作成分野で有
資格者が不足している 

・十分な学生の需要がある 
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第２章　要約

　本終了時評価調査団は、1999年６月28日から７月６日までケニアに滞在し、ケニア側評価チー

ムと合同で「ケニア測量地図学院（KISM）プロジェクト」の最終評価を行った。評価結果は合同

評価報告書（資料１）に取りまとめ、日本・ケニア両国政府に報告した。

　合同評価の結果、プロジェクト目標はほぼ達成されつつあると判断されたものの、ハイヤーディ

プロマコースの実施支援、講師の技術レベル向上、及びKISMの半自主管理（セミオートノマス）

組織化に向けた運営手法面での支援が、更に必要と判断される。このため、今後２年間、測地測

量、地図作成、写真測量・リモートセンシング、地籍測量の４分野を中心とした長期専門家派遣

によるフォローアップ協力が望まれる。

　なおKISMは、我が国から供与された先進機材や卒業生の高い国家試験合格率などから、測量技

師養成機関としてケニア国内だけでなく、東アフリカにおいても名実ともにトップの地位を築き

つつあるといえる。これは日本とケニアによる協力の成果である。今後はハイヤーディプロマコー

スの教官を中心に、最新・先進技術の取得が必要であるが、これはコース運営に必要なだけでな

く、KISMが質の面で安定するための組織としての蓄積にほかならない。

　評価５項目の観点からみた調査結果の要約は、以下のとおりである。

(1) 実施の効率性

長期及び短期専門家派遣、研修員受入れ並びに機材供与が、時宜を得て実施された。また、

不足したものの、ケニア側の予算措置もなされた。ただし、機材供与の一部に遅れがあり、無

償資金協力による建物建設開始の遅れがあった。

(2) 目標達成度

プロジェクト目標は国家計画に合致しており、ディプロマコースレベルの講師の養成は完了

した。ただし、建物建設開始の遅れに伴い、ハイヤーディプロマコースレベルの講師の養成は

未了である。第１回目のディプロマコース卒業生は、高い国家試験合格率を示した。なお、就

職については現在、国家公務員の採用が一時停止していることもあり、結果が出ていない。

(3) 効果

高い国家試験合格率は上位目標の人材充足に大きく貢献し、経済状態が許せば、当初予定よ

り早く、目標の土地定住省測量局職員を充足できるであろう。また、KISMでは、所有する機

材が充実しただけでなく研修機関としても能力が強化されたため、他の政府関係機関や国際機

関が、地図の作成などでKISMに協力を要請してきている。
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(4) 計画の妥当性

最近の測量局による統計でも技師が不足しており、KISMの設立は妥当であったと思われ

る。

(5) 自立発展性

１）組織面

　現在は公務員の採用一時停止など、経済情勢の悪化に伴う不安定要因があるものの、

KISMに対する技術者養成の期待が高い。

２）資金面

授業料、地図作成などで自己収入はあるものの、今後の半自主管理組織化（セミオート

ノマス化）に備えて、コンサルタント活動等、収入源を拡大する必要がある。

３）技術面

機材を使用する技術は習得しているものの、維持管理面での技術向上が望まれる。多く

の教官は留学・研修経験があるが、ハイヤーディプロマの教官を中心に、更に最新技術を移

転する必要がある。
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第３章　評価結果

３－１　計画達成度

(1) プロジェクトの成果

プロジェクトの成果について、以下のとおりPDMに定められた各指標に沿って記述する。

１）KISMの組織が確立される

ａ）ふさわしい行政機能の確立

訓練部門として主要４学科（土地測量、地図作成、写真測量・リモートセンシング、地

図複製）及び共通学科（人文科学）に加え、会計、機材調達、施設管理、図書、食堂・寮

管理、運転手、警備、電話交換などの運営管理部門が設けられ、ほぼ体制は整備された。

これにより、４コースのディプロマコースが運営されており、資機材購入体制、経理体

制が整った。

ｂ）実行予算の確保

政府承認予算の増額を以下のとおり確保した。また、自校による授業料や学外の事業収

入など予算の確保に努力した。

1995/96: 450,225 　　　(0)

1996/97: 613,394 　(2,000)

1997/98: 751,328 (215,940)

1998/99: 849,951 (218,500)　ただし見込み額

〔単位はケニアポンド、（　）は授業料及び学外からの受注による〕

ｃ）講師当たりの平均講義時間数

KISMの講師１人当たりの講義時間は８～10時間/週で、必要な講師の数とその稼働率

が確保された。

ｄ）ディプロマコースに合格した者のセカンダリースクール卒業全国試験平均得点

本調査時点で平均得点は不明であったが、KISMディプロマコースへの入学者数は過去

４年間で平均８倍の競争率となっており、同様のコースを開設しているケニアポリテク

ニックと比較しても質の高い人材が応募していることが明らかである。

２）適切な訓練施設・資機材が整備される

ａ）十分な設備・資機材

1996年度及び1997年度の無償資金協力により、校舎、寮・食堂の建物、機材の供与がな

された。また、1994年度から５年間にわたる機材供与により必要な機材が整備されるとと

もに、ケニア側開発予算によって道路、電気及び下水道設備の整備がなされた。
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ｂ）設備・資機材の管理制度

各学科の在庫一覧表が完成した。ただし、全体を総括する在庫管理システムは作成中で

ある。また消耗品、部品交換などについても逐次実施している。

３）ケニア人教官の質と量が向上される

＜経験のある、若しくは有資格の十分な講師数の確保＞

　日本において25名のカウンターパート研修が終了した。更に現地で「リフトバレーの地

殻変動観測」の共同プロジェクトや「ナイロビ市近郊ガイドマップ作成」「ナイロビ国立

公園ガイドマップ作成」といった研究プロジェクトを実施しており、これらのプロジェク

トを通してカウンターパートに対する研究及び技術指導がなされ、ケニア側教官が育成さ

れている。

４）ガイドライン、シラバス、カリキュラムが整備される

＜整合性のあるガイドライン、シラバス、カリキュラム＞

　ガイドライン、シラバス及びカリキュラムについては、今後、改訂が必要なものの、整

備は一通り完了した。

５）テキスト・教材が整備される

ａ）テキスト及び授業資料によってすべての学習課題が網羅されているか

テキストについては、一部の学科で作成中のものもあるが、ほぼ完成した。授業資料を

合わせればすべての学習課題が網羅された。

ｂ）テキスト及び授業資料の的確性

定期的に改訂が必要なものの、現時点では的確なものが作成された。

６）測量、地図作成分野の的確な訓練が実施される

＜課程内容＞

　ディプロマコースについては訓練が軌動に乗った。ただし、ハイヤーディプロマコース

はまだ不十分な状態である。
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(2) プロジェクトの活動状況

現地で確認したプロジェクトの活動状況は以下のとおりである。

 PDM の活動 達  成  内  容 

1.1 適正な人員配置を行う 講師については当初計画 60 名に対して 54 名のカウンターパート

が配置されている。地図作成学科はハイヤーディプロマコースを

教える資格のある講師数が不足している。写真測量・リモートセ

ンシング学科は、写真測量分野でハイヤーディプロマコースを教

える能力があるものの、リモートセンシング分野は不十分である。 

1.2 管理体制を整備する 管理組織は形成されたが、学生係及び福利厚生係は強化する余地

がある。 

1.3 学生募集・選抜体制を整備する 学生の採用はセカンダリースクールにおける成績に基づいて行わ

れる。写真測量・リモートセンシング学科ディプロマコースにお

ける年間入学者数が R/D で規定した数に満たないが、これは当該

技術の過剰な需要見込みによる。ただし、ハイヤーディプロマコ

ースは当初予定どおりの数の学生が入学している。 

2.1 訓練施設を整備する 訓練施設はほぼ完成。ただし、ケニア側講師陣は講堂、教室数、

地図作成学科のコンピューター数及び図書室の広さが不十分と指

摘している。 

2.2 資機材等の維持管理体制を整備する 各学科の在庫一覧表及び主要機材の全学科を対象とした在庫一覧

表は整備された。 

2.3 資機材等の維持管理台帳を整備する 各学科別に在庫管理がなされているものの、全体を総括する在庫

管理システムができていない。 

3.1 コース整備・運営・評価手法を指導す

る 

講師はコースの整備、運営、評価ができるようになった。また、

講師は生徒の意見を吸い上げ、コースの改善を図っている。 

3.2 専門的技術レベル・指導技法の向上を

図る 

専門的技術は海外留学制度（イギリスの地図作成コースをもつワ

ットフォード短期大学、オランダ政府留学制度及び日本の文部省

留学制度）や、ケニア国内の技術短期大学での講義受講、更に JICA
の集団・個別研修により測量・地図作成・GPS 分野などの研鑚が

なされた。また、校内での第三国研修実施を通じた日本からの短

期専門家による技術セミナーも技術知識の蓄積に役立っている。

この他に日本側専門家主導で実施している KISM の研究プロジェ

クトである「リフトバレー地殻変動観測」「ナイロビ近郊地図作

成」及び「ナイロビ国立公園地図作成」は生徒も学べるが、カウ

ンターパートである講師、とりわけハイヤーディプロマコースの

講師が、日本側専門家と協力を実施する過程で多くの知識を吸収

することができた。 

4.1 

～ 

4.3 

ガイドラインを開発する、シラバスを

開発する、カリキュラムを開発する 

ガイドライン、シラバス及びカリキュラムは完成したが、定期的

改訂がケニア教育機構（KIE）の監督下で必要である。 

5.1 テキストを開発する ディプロマコースのテキストは写真測量・リモートセンシング学

科の３章を除き完成。ただし定期的な改訂が必要である。 

5.2 教材を開発する テキストと比較すると教材の整備は不十分。各講師の個人持ちの

教材はすべての学科でも使用できるように整備すべきである。 

6.1 ディプロマコースを実施する ４コースのディプロマコースが開設されており、予定どおりの内

容で現在実施中である。 

6.2 ハイヤーディプロマコースを実施する ３コースのハイヤーディプロマコースが開設されているが、これ

らのコースの開始時期が遅れた経緯がある。まだ卒業生が出てい

ないが、卒業生が出た後カリキュラム、シラバス及びテキストの

改訂を行う必要がある。 

6.3 最新技術を紹介する GIS、GPS などの新技術は地図複製学科を除きセミナーなどを通

じて紹介されている。この他に GPS などの第三国研修の実施を通

しても新技術が紹介されている。 

 



－11－

(3) 質問票集計結果

本終了時評価調査団は、ケニア側評価チームとの合同評価に先立って、日本人専門家及びカ

ウンターパート（KISM校長、学科長並びに測量局関係者）に質問票を送り、評価５項目に係

るプロジェクト当事者の見解について質問した。この集計結果（資料２）は、総合評価の重要

な判断材料になった。

　質問票集計結果の概要は、以下のとおりである。

１）日本人専門家（７名）

ａ）効率性：専門家全員から、専門家派遣は量質とも適切であったと評価されたのをはじ

め、機材供与、研修員受入れ、ローカルコスト負担についても、高く評価されている。ケ

ニア側の投入についても、カウンターパート配置、運営費等、質的にはほぼ適切と認めら

れたが、運営費や施設建設の規模は不適切との評価が多い。

ｂ）目標達成度：回答の83％がプロジェクトの目標は達成されたと評価した。

ｃ）効果：「上位目標」に対する貢献度は、86％が「貢献」又は「やや貢献」と回答してい

る。

ｄ）妥当性：本プロジェクトの目標がケニア政府の開発政策に合致しているかどうかについ

て、「合致している」と「ほぼ合致している」が50％ずつであった。

ｅ）自立発展性：財務的自立発展の見通しは厳しいが、制度的には体制が整ったとの見方が

３分の２、技術レベルや研修計画・カリキュラム、教材についてはすべての専門家が整っ

たと回答している。産業界のニーズに対応する技術的基盤も、83％が「ある」と評価し

た。

２）カウンターパート（10名）

ａ）効率性：専門家派遣については「量質」と「ほぼ適切」が43％ずつ、機材供与や日本研

修も高く評価されているが、ローカルコスト負担については29％が「不適切」と回答し

た。ケニア側の投入については、カウンターパート配置、施設建設をおおむね適切としな

がらも、ローカルコスト負担は43％が不適切と認めている。

ｂ）目標達成度：「やや貢献」を含めると、カウンターパート全員が目標達成に貢献したと

評価した。

ｃ）効果：「上位目標に対する貢献度」については「貢献」「やや貢献」が50％ずつ、プロ

ジェクト目標については「貢献」が83％、「やや貢献」が17％でいずれも計100％だった。

ｄ）妥当性：カウンターパートの90％が本プロジェクトの目標はケニア政府の開発政策に合

致していると回答した。

ｅ）自立発展性：財務的自立発展性については、懐疑的な回答が約70％、公的補助も期待で

きないとの回答がほとんどだった。一方、KISMは制度面では確固としたものとなり、技
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術面でも「指導継続に必要な技術は習得した」と回答したカウンターパートが大半であっ

た。指導要領、カリキュラム等も「ほぼ確立した」という回答がほとんどであり、新技術

に対応する技術的基盤も築けたとの意見が多かった。

３－２　５項目評価結果

(1) 実施の効率性

１）プロジェクトの投入の効率性

ａ）日本側投入

① 長期・短期専門家派遣

長期専門家については、1993年６月にチーフアドバイザー派遣をはじめとして、1999

年６月現在、延べ18名を派遣した。

また、短期専門家については1995年７月のGPS専門家派遣をはじめとして、1999年

６月現在、延べ29名を派遣した（資料１「ミニッツ」Appendix 2参照）

② カウンターパートの日本研修

カウンターパートの日本研修は、写真測量３名、地図作成６名、測量技術３名、地球

地図１名、地図複製５名、土地測量４名、測量訓練計画２名、リモートセンシング１名

の合計25名を受け入れた（「ミニッツ」Appendix 3参照）。

③ 機材供与

機材供与は1999年６月末現在で約２億1,600万円に達した。機材の活用状況に関して

は、多くの機材はよく活用されており、またカウンターパートによる保守状況もおおむ

ね良好である。しかしながら、KISM全体としての機材保守管理状況に関しては、今少

しの改善を要する。

ｂ）ケニア側投入

ケニア側投入はカウンターパートの配置及び運営費（ローカルコスト）の負担である。

表３－１にケニア側の投入を示す。

表３－１　ケニア側の投入

1994 年 1995年 1996年 1997 年 1998 年 1999年

カウンターパート配置

（名）
18 28 36 48 55 55

ローカルコスト負担

（プロジェクト）Ｋ£
450,225 613,394 751,328 849,951

＊１Ｋ£は、約 40円（1999 年現在）
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① カウンターパート配置

「ミニッツ」Appendix 5「カウンターパート配置状況表」にみられるように、管理

部門のカウンターパートには頻繁に入れ替えがあったが、その他の部門では定着し、人

員は順調に配置されている。

② ローカルコスト負担

ケニア側は毎年それなりの予算を確保しているが、訓練生のための訓練機材購入予算

が不足している。「ケニア側予算」は「ミニッツ」Appendix 6（P.39）に示されてい

る。

２）効率性に貢献・阻害した要因

ａ）日本側からの投入のうち、専門家の派遣はおおむね計画どおり実行された。日本でのケ

ニア側カウンターパートの機械操作及び保守に関する訓練は日本の文部省留学制度などの

他の研修とも相まって非常に有効であった。訓練期間も適切であった。

　また、機材の供与については、現地調達で見積り取得及び納入に時間を要した。解析図

化機や本邦調達で日本語ソフトを英語ソフトに変換しただけでなく、そのプログラムにバ

グが見つかり修正に時間を要した地籍情報システムなど、写真測量部門や地籍部門でそれ

らの技術移転に支障を来したが、おおむね質・量とも計画どおり投入されている。

　無償資金協力では講堂が作られず、施設が不十分である。また、無償資金協力開始の遅

れにより建物の建設が遅れ、KISMの訓練コース運営に支障を来した。

ｂ）ケニア側の投入のうち、カウンターパートの配置人数が、R/Dに記載されている人数に

は達していないが、プロジェクトの進捗を著しく阻害するほどの人数不足ではなかったた

め、プロジェクトの効率性を阻害する要因とはなっていない。ただし、管理部門のカウン

ターパートが、技術移転が完了しないうちに交代、退職している例があり、KISMの管理

部門に対しては今後も若干の指導が必要である。

(2) 目標達成度

１）訓練コースの状況

ディプロマコースは計画どおり、1996年６月に開始された。ハイヤーディプロマコース

は、無償資金協力の援助開始の遅れにより建物建設が遅延したため、１年遅れで1998年１月

に開始された。1999年６月現在、265名がディプロマコースで訓練を受け、59名がハイヤー

ディプロマコースで訓練を受けている。

ディプロマコースへの入学は、過去４年間で平均８倍の競争率となっており、KISMがケ

ニアにおいて既に認知されていることを示している。また、第１期生（67名）のディプロマ

資格国家試験合格率は96％と非常に高く、ケニアポリテクニックの1987年から1990年の合格
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率60％、あるいは1998年の78％を大幅に上回るものである。

２）カウンターパートへの技術移転状況

カウンターパートは、ディプロマコースを実施するための知識、技能を習得し、コース

運営に必要な指導技法及びカリキュラム、教科書などの作成もできるようになった。ただ

し、ハイヤーディプロマコースは、開始が遅れたため、コース運営に必要な指導技法、知識

等の技術移転が不十分な点があり、協力終了までに技術移転完了が難しい分野もある。

３）卒業生の就職状況

評価時点において、ケニア政府が公務員の採用一時凍結という政策をとっているため、

第１期卒業生は、民間部門に就職先を求めているのが実情である。したがって、就職という

点から目標の達成度を評価するのは時期尚早である。

　上記から判断して、プロジェクト目標はある程度達成された。しかしながら、ハイヤーディ

プロマコースへの技術移転は、協力終了までには困難と思われる。

(3) 効果

プロジェクトが実施されたことにより生じる直接的、間接的な効果を検討すると、以下のと

おりとなる。

１）直接的効果

　ディプロマコースは、ほぼ計画どおりに運営されており、第１期卒業生67名のうち、96％

が国家試験に合格した。また、現在、265名がディプロマコース、59名がハイヤーディプロ

マコースで就学中であり、測量及び地図作成分野における人材養成機関として確立されつつ

ある。

　経済状況が改善し、国家公務員採用の一時凍結が解除され、KISM卒業生の国家試験の高

い合格率が維持されれば、2002年までには、現状の測量及び地図作成分野における技術者不

足は解消される見込みである。

２）間接的効果

ａ）KISMの技術・施設に対する良い評価により、ケニア政府機関並びに国際機関から関連

分野に対しての協力要請がもたらされた。具体的にはケニア外務省がKISMに公報紙の印

刷を委託し、国際機関である「アフリカ地域・測量・地図作成及びリモートセンシングセ

ンター」がKISMの講師に技術的アドバイスを求めている。

ｂ）KISMは国土地理院をはじめとした日本の技術者がケニアで活動することで、ケニア人

社会に日本人社会との交流を深める機会を提供した。

ｃ）a)で述べたアフリカ各国の代表で構成するアフリカ地域センターが技術的アドバイスを
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KISMに求めたように、近隣諸国からもKISMの施設及び新技術に対して高い評価を得

た。

ｄ）レベルの高いプロジェクトのカウンターパートである講師が養成されるため、講師の意

識高揚はもちろんのこと、講師間の情報交換により彼らのレベルアップが図られた。

(4) 計画の妥当性

ケニアは国内、特に貧困地域である乾燥・半乾燥地域において、農業開発、社会・経済イン

フラ整備、エネルギー・水資源開発の需要が増大しているが、これらの開発に不可欠である地

図・航空写真などの地理情報が十分整備されていない。この主たる原因は、機材の老朽化、施

設の不足、人材養成の体制が整備されていないことによる、測量技術者の質・量の不足であ

る。

更に同国は、「国家経済発展計画」で、急激な産業発展を促進するための重要な前提条件と

して、土地の産業利用について述べている。測量及び地図作成は、土地に関する重要情報を提

供するものであり、「国家経済発展計画」の遂行には特別な役割を果たすものである。

KISMは、これら測量各分野における技術者の養成機関である。したがって本プロジェクト

は、この国家計画と直接関係しており、当初設定されたプロジェクト目標は妥当であると考え

られる。

また、本評価における土地定住省の次官、ケニア政府関係機関への表敬、及び合同評価時の

ケニア側関係者との意見交換を通じて、同国側は国の発展に測量各分野における技術者の養成

が不可欠と認識していることが改めて確認された。ケニアの経済発展にとって、測量各分野の

新技術に対応可能な技術者養成を促進するためのKISMの訓練には、引き続き大きな期待が寄

せられている。

しかしながら、現状のケニア政府による国家公務員採用の一時凍結は、「測量・地図作成分

野の有資格者数が充足される」という本プロジェクトの上位目標の妥当性を欠く結果となって

いると考えられる。

(5) 自立発展性

１）制度的側面

プロジェクトの実施機関であるKISMは、測量及び地図作成分野においては唯一の国家機

関である。しかしながら、ケニアの現在の経済の停滞により、国家財政が逼迫し組織的自立

発展性が不安定なものとなっている。

しかし、測量及び地図作成分野における有資格者に対する民間部門を含めたケニア社会

の需要に変化はなく、ケニア政府がKISMを測量及び地図作成分野の人材養成機関の中心的
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機関として認識していることに変わりはない。

２）財政的側面

KISMの財政的自立発展にはいくつかの側面がある。授業料及び地図複製からの収入は、

運営費の一部をまかなうことが期待されるが、将来的には半自主管理（セミオートノマス）

組織への移行が計画されており、政府からの財政的支援の現象と相まって、現状のままでは

財政的に自立発展するのは困難である。したがって、将来、KISMが財政的に自立発展する

ためには、例えば民間企業へのコンサルタント事業を実施するなど、他の収入源を見つける

必要がある。

３）技術的側面

ディプロマコースレベルの技術移転により、ケニア側カウンターパートは機材操作の能

力は習得している。また、教官の多くは、海外留学や日本でのカウンターパート研修によ

り、必要な技術レベルはある程度まで習得した。更に、卒業生の国家試験の合格率の高さか

ら判断しても、ディプロマレベルのガイドライン、シラバス、カリキュラムについては、カ

ウンターパートはほとんど独自に質の高い適切なものを作成する能力を有しているといえ

る。ハイヤーディプロマコースのガイドライン、シラバス、カリキュラムもカウンターパー

トによって作成されているが、これらのレベルに関しては、卒業生が出ていないため、現時

点では判断できない。

　基本的に技術は既にKISMに移転されているが、KISMが今後、技術的側面において自立

していくためには、リフトバレーの地殻変動観測のような共同プロジェクトやナイロビ市近

郊ガイドマップ作成、及びナイロビ国立公園ガイドマップ作成のような研究プロジェクト、

更に1998年度から開始された第三国研修、セミナー等を通じて、新技術の導入を積極的に

図っていくことが必要である。
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第４章　結論

　KISMは、1999年の卒業生の高い国家試験合格率に示されるように、質の高い測量技術者の養成

機関として形成されつつある。この成果はひとえにケニア側と日本側の協力の賜であるが、ハイ

ヤーディプロマコースについてはまだ卒業生を出しておらず、その運営に日本側の更なる協力を

必要としているのが実情である。

　ハイヤーディプロマコースでは、ディプロマコースより高度な知識が要求されるため、研究プ

ロジェクトなどを通して講師の技術及び知識を強化する必要がある。また、KISMが東アフリカに

おける指導的立場をとるためにも、最新の技術や知識を蓄積することが重要である。

　特に、KISMの資金面及び経営面での自立を考えると、ケニア側が努力すべき部分は依然として

大きいと言わざるを得ない。

　KISMの建設の遅れもあり、いくつかの技術移転が計画どおり進んでいない。現在プロジェクト

として遅れを取り戻すべく努力しているものの、プロジェクトの目標を達成するだけでなく、供

与された資機材を有効に活用するうえからも、以下の分野でフォローアップ協力を行うことが望

まれる。

(1) ハイヤーディプロマコースの実施及び評価、改善

(2) 講師、とりわけハイヤーディプロマコースの講師への技術及び知識面での支援

(3) KISMの効率的な運営に係る指導

　これらの協力を行うためには少なくとも４分野（測地測量、地図作成、写真測量・リモートセ

ンシング、地籍調査）の長期専門家を２年間にわたり派遣することが望ましい。また、短期専門

家の派遣やカウンターパート研修員の受入れについても必要に応じ実施することが望ましい。
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